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コストの推移
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市民参加の取組状況

予算額
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一般財源

国庫、県支出金、地方債
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・市街化調整区域における、区域指定の追加エリアについて検討調査を行う。
・開発需要の高まりに応じた適正な土地利用方策を行う。

継続

地域開発振興事業

職員のみ

         2.00          2.00          2.00          0.00          0.00

        29.50          0.00         28.41          0.00          0.00

無 無 無 無 無

      13,739       13,620       13,882            0            0

01-080401-25 地域開発振興に要する経費

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

           0           75          122            0            0

毎年度

都市計画法

市内の市街化調整区域における地域振興策を検討する。

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 5年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

11住み続けられるまちづくりを

090

都市計画部地域開発振興室

市内外企業等、市民

           0          885          866          846            0

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

           0           75          122            0            0

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度
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事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

都市計画マスタープランや立地適正化計画の改定に合わせて、区域指定制度と整合性を取れるよう調整を
行う。

台町土地区画整理事業区域から１km圏内について、区域指定追加エリアの検討調査を行い、業務委託を行
うことなく区域指定の追加を実現した。

縮小

3

4

4

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

都市計画マスタープランや立地適正化計画と区域指定制度との整合性を整理する必要がある。
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組織改編により地域開発振興室が廃止となり、経済部に新設された立地推進室と都市計画部の開発指導課
で事業内容の割振りを行ったため。

課題の業務については、経済部に新設された産業用地検討室で対応となり、市内企業の敷地拡張や市外企
業の新規立地に対応するため、新たな産業用地の創設等の検討を行った。


